
一
般
会
計
　
市
の
運
営
の
基
本
的

な
経
費
を
計
上
す
る
会
計

特
別
会
計
　
特
定
の
事
業
を
行
う

場
合
に
、
一
般
会
計
と
区
別
し
て

経
理
す
る
会
計

形
式
収
支
　
歳
入
決
算
総
額
か
ら

歳
出
決
算
総
額
を
差
し
引
い
た
額

実
質
収
支
　
形
式
収
支
か
ら
翌
年

度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源
を
控
除

し
た
額

市
税
　
市
民
税
や
固
定
資
産
税
な

ど
市
に
納
め
ら
れ
た
税
金

地
方
交
付
税
　
等
し
い
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
の
た
め
、一
定
の
基

準
に
よ
り
国
が
配
分
す
る
お
金

国
庫
支
出
金
、
県
支
出
金
　
特
定

の
事
業
に
対
し
、
国
や
県
か
ら
交

付
さ
れ
た
お
金

市
債
　
公
共
事
業
な
ど
の
財
源
と

し
て
、
国
や
金
融
機
関
な
ど
か
ら

借
り
た
お
金

諸
収
入
　
市
の
預
金
利
子
や
貸
付

金
の
元
利
収
入
な
ど
の
お
金

福間太郎
　新規採用職
員。市役所の
仕事を勉強中

津屋崎花子
　市財政課職
員。予算の編
成などを担当

数
字
で
見
る

平
成
28
年
度
の

ま
ち
づ
く
り

数字で見る平成28年度のまちづくり

　
平
成
28
年
度
の
一
般
会
計
決
算
と
４
つ
の
特
別
会
計
決
算
が
、
９

月
議
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
は
、
歳
入
が
２
１
３
億
３

１
１
１
万
１
千
円
、
歳
出
が
２
０
４
億
４
６
９
１
万
８
千
円
で
、
形

式
収
支
は
８
億
８
４
１
９
万
３
千
円
の
黒
字
で
し
た
。
実
質
収
支
は
、

７
億
４
８
０
万
５
千
円
の
黒
字
で
し
た
。
ま
た
、
公
共
下
水
道
事
業

会
計
は
、
地
方
公
営
企
業
法
を
適
用
し
て
企
業
会
計
に
な
っ
て
か
ら

初
め
て
の
決
算
で
し
た
。
今
月
は
、
平
成
28
年
度
に
市
の
お
金
が
ど

の
よ
う
に
使
わ
れ
た
か
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
　

一
般
会
計
に
つ
い
て
　
　
　
　
　
　
市
財
政
課
☎
４
３
・
８
１
１
４

公
共
下
水
道
事
業
会
計
に
つ
い
て
　
市
下
水
道
課
☎
６
２
・
５
０
６
８

８
月
号
で
予
算
の
こ
と
を
教
え
て
い

た
だ
き
ま
し
た
が
、
今
度
は
決
算
で

す
か
。
決
算
っ
て
、
ど
ん
な
も
の
で
す
か
。

決
算
は
、
年
度
の
始
ま
り
の
４
月
か

ら
翌
年
の
３
月
ま
で
の
１
年
間
に
、

市
の
収
入
が
ど
れ
く
ら
い
あ
っ
て
、
ど
の
よ

う
な
こ
と
に
お
金
を
使
っ
た
か
を
数
字
で
表

し
た
も
の
よ
。
家
庭
で
言
え
ば
、
１
年
間
家

計
簿
を
つ
け
た
結
果
み
た
い
な
も
の
ね
。

な
る
ほ
ど
。家
計
簿
と
言
わ
れ
る
と
、

イ
メ
ー
ジ
し
や
す
い
で
す
。
で
は
、

昨
年
度
に
市
の
お
金
が
ど
の
よ
う
に
動
い
た

の
か
教
え
て
く
だ
さ
い
。

ま
ず
は
歳
入
の
グ
ラ
フ
を
見
て
。
市

の
収
入
に
は
、
独
自
で
調
達
す
る
自

主
財
源
と
、
国
や
県
か
ら
も
ら
う
依
存
財
源

が
あ
っ
て
、
大
き
な
割
合
を
占
め
る
の
が
自

主
財
源
で
あ
る
市
税
の
28
・
５
％
、
依
存
財

源
で
あ
る
地
方
交
付
税
の
24
・
３
％
ね
。
歳

入
は
、
前
年
度
か
ら
０
・
１
％
減
少
し
た
の
。

歳
入
が
減
っ
た
ん
で
す
ね
。
ど
う
し

て
な
ん
で
す
か
。

主
な
要
因
は
、
市
債
が
19
・
１
％
、

地
方
交
付
税
が
２
・
４
％
減
少
し
た

こ
と
ね
。
一
方
で
、
転
入
者
や
新
築
家
屋
が

増
加
し
た
お
か
げ
で
、
市
税
は
３
・
０
％
増

加
し
た
わ
。

歳
入
、歳
出
と
も

前
年
度
よ
り
減
少

特 別 会 計 決 算 一 般 会 計 歳 入一 般 会 　 計 歳 出

扶助費
27.0%

民生費
42.1%

総務費
11.8%

衛生費
10.6%

教育費
9.5%

土木費
9.5%

公債費
9.4%

消防費
3.5%

農林水産業費 1.7%
その他　　　 1.9%

市税
28.5%

213 億
3,111 万 1千円

歳  入

地方交付税
24.3%

国庫支出金
17.0%

市債
7.7%

県支出金
6.8%

使用料及び
手数料　1.6%

分担金及び負担金　1.6%
諸収入　　　　　　1.0%
地方譲与税　　　　0.9%
その他　　　　　   1.5%

補助費等
14.1%

物件費
13.8%

人件費
13.3%

繰出金
10.1%

普通建設
事業費
9.9%

公債費
9.4%

積立金
1.2%

維持補修費　　 0.7%
投資及び出資金 0.3%
貸付金　　　　　0.2%

地方消費税
交付金　4.2%

繰越金　2.6%
繰入金 2.3%

204 億
4,691 万 8千円

歳  出
性質別

204 億
4,691 万 8千円

歳  出
目的別
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歳入

歳出

差引

歳入

歳出

差引

歳入

歳出

差引

歳入

歳出

差引

国民健康
保険事業

後期高齢者
医療事業

介護保険
事業

住宅新築資金等
貸付事業

77億3,420万6千円

77億43万1千円

3,377万5千円

9億2,526万8千円

9億1,811万8千円

715万円

46億8,535万2千円

45億3,798万7千円

1億4,736万5千円

1,168万2千円

466万8千円

701万4千円

区　分 決算額



民
生
費
　
高
齢
者
や
障
が
い
者
、

児
童
な
ど
の
福
祉
に
使
わ
れ
た
お

金土
木
費
　
道
路
や
公
園
な
ど
の
維

持
、
整
備
に
使
わ
れ
た
お
金

総
務
費
　
総
務
管
理
、
財
産
管
理
、

企
画
、
賦
課
徴
収
な
ど
に
使
わ
れ

た
お
金

衛
生
費
　
ご
み
・
し
尿
処
理
、
健

康
増
進
な
ど
に
使
わ
れ
た
お
金

公
債
費
　
こ
れ
ま
で
の
公
共
事
業

な
ど
の
た
め
に
借
り
入
れ
た
お
金

の
返
済
に
使
わ
れ
た
お
金

教
育
費
　
公
立
学
校
や
幼
稚
園
、

図
書
館
な
ど
の
維
持
、
整
備
や
社

会
教
育
に
使
わ
れ
た
お
金

消
防
費
　
消
防
団
活
動
や
防
災
事

業
な
ど
に
使
わ
れ
た
お
金

農
林
水
産
業
費
　
農
業
、
林
業
、

水
産
業
な
ど
の
振
興
に
使
わ
れ
た

お
金

扶
助
費
　
生
活
保
護
費
や
児
童
手

当
、
障
が
い
者
自
立
支
援
給
付
費

な
ど
に
使
わ
れ
た
お
金

普
通
建
設
事
業
費
　
道
路
や
公
園
、

学
校
な
ど
の
建
設
事
業
に
使
わ
れ

た
お
金

人
件
費
　
職
員
の
給
与
や
手
当
、

議
員
や
各
種
委
員
の
報
酬
な
ど
に

使
わ
れ
た
お
金

物
件
費
　
備
品
購
入
や
消
耗
品
費
、

業
務
の
委
託
な
ど
に
使
わ
れ
た
お

金繰
出
金
　
特
別
会
計
へ
繰
り
出
だ

さ
れ
た
お
金

補
助
費
等
　
各
種
団
体
へ
の
補
助

金
や
負
担
金
に
使
わ
れ
た
お
金

積
立
金
　
基
金
（
市
の
貯
金
）
の

積
立
に
使
わ
れ
た
お
金

投
資
及
び
出
資
金
　
水
道
事
業
へ

の
出
資
に
使
わ
れ
た
お
金

維
持
補
修
費
　
道
路
や
施
設
の
維

持
補
修
に
使
わ
れ
た
お
金

貸
付
金
　
中
小
企
業
融
資
貸
付
な

ど
に
使
わ
れ
た
お
金

住
み
よ
い
豊
か
な

ま
ち
づ
く
り
の
た
め
に

庁舎統合整備事業
　庁舎統合に向けて、平成 27 年
度から引き続き福間庁舎の整備工
事を実施しました。平成 28 年６
月に、庁舎統合が完了しました。

津屋崎庁舎再生整備事業
　庁舎統合後の津屋崎庁舎を、
市民生活の拠点となり賑わいを生
む、図書館・歴史資料館などの
複合施設として再生するための整
備工事を行いました。

コンビニ交付システム構築事業
　利便性の向上と行政事務の効率化を図るため、
マイナンバーカードを利用してコンビニエンスストア

で住民票等を取得できる環境
を整備しました。平成 28 年
7 月から始まり、現在、5 つ
のコンビニ事業者で利用する
ことができます。

郷づくり交付金事業
　地域自治を進めるため、市
内８つの地域の郷づくり推進
協議会に、運営資金・活動資金
として交付金を交付しました。

世界遺産登録活動事業
新原・奴山古墳群を広く周知
するため、古墳群を周遊する、
古墳馬車を購入しました。また、
古墳群を一望できる場所にト
イレを設置しました。

財政力指数　市の財政が豊かであるかどうかを判断
する指標。合理的に行政を行った場合、市税などの
標準的な収入で費用をどれだけまかなえるかを表

し、過去３年間の平均数値を使います。「１」に近い
ほど財政力が強いとされます。
経常収支比率　市にどれだけ自由に使えるお金があ
るかを見る指標。毎年決まって入ってくるお金（経
常的収入）が給与や市債の返済などの毎年決まっ
て支払うお金（経常的支出）にどれだけ使われてい
るかの割合を示します。
実質赤字比率　普通会計の赤字額から財政運営の
深刻度をみる比率。
連結実質赤字比率　市のすべての会計の赤字額か
ら財政運営の深刻度をみる比率。
実質公債費比率　借金の返済額などの大きさから資
金繰りの危険度をみる比率。18％以上になると地方
債の発行について国・県の許可が必要となり、25％
以上になると一部の地方債の発行が制限されます。
将来負担比率　負債の残高から将来財政への圧迫
度をみる比率。３５０％を超えると健全化計画の策定
を行い、財政の健全化を図らなければなりません。

そ
れ
で
は
、
昨
年
度
は
実
際
に
ど
ん

な
こ
と
に
お
金
が
使
わ
れ
た
の
か
教

え
て
く
だ
さ
い
。

じ
ゃ
あ
、
歳
出
の
話
を
す
る
わ
ね
。

歳
出
の
グ
ラ
フ
は
２
つ
あ
る
で
し
ょ

う
。
目
的
別
の
グ
ラ
フ
は
、
総
務
費
や
民
生

費
な
ど
の
使
う
目
的
で
分
け
た
も
の
で
、
性

質
別
の
グ
ラ
フ
は
、
人
件
費
や
扶
助
費
な
ど

の
性
質
で
分
け
た
も
の
よ
。
歳
出
は
前
年
度

に
比
べ
１
・
７
％
減
少
し
た
わ
。

歳
入
が
減
少
し
て
い
ま
し
た
が
、
歳

出
も
減
少
し
た
ん
で
す
ね
。

目
的
別
で
み
る
と
、
私
立
保
育
所
運

営
委
託
料
や
障
が
い
者
自
立
支
援
給

付
費
な
ど
の
増
加
で
民
生
費
が
６
・
０
％
の

増
加
、
福
間
駅
前
線
電
線
共
同
溝
事
業
や
Ｊ

Ｒ
東
福
間
駅
自
由
通
路
改
修
事
業
な
ど
で
土

木
費
が
６
・
６
％
の
増
加
と
増
え
た
も
の
も

あ
る
の
よ
。
一
方
で
、
庁
舎
統
合
整
備
事
業

の
完
了
な
ど
で
総
務
費
が
19
・
４
％
減
少
、

福
間
南
小
学
校
の
校
舎
や
給
食
室
の
増
築
工

事
が
27
年
度
で
完
了
し
た
こ
と
な
ど
で
教
育

費
が
13
・
６
％
減
少
し
た
こ
と
が
、
全
体
で

前
年
度
よ
り
歳
出
が
減
少
し
た
の
よ
。

な
る
ほ
ど
。
性
質
別
で
増
加
の
割
合

が
大
き
い
の
は
、
何
で
す
か
。

性
質
別
で
は
、
私
立
保
育
所
運
営
委

託
料
や
生
活
保
護
費
な
ど
の
扶
助
費

で
15
・０
％
の
増
加
、
補
助
費
等
で
22
・
３
％

の
増
加
が
大
き
い
わ
ね
。
補
助
費
等
の
増
加

は
、
下
水
道
事
業
が
公
営
企
業
会
計
に
な
っ

た
こ
と
で
、
下
水
道
事
業
会
計
負
担
金
が
繰

出
金
か
ら
補
助
費
等
へ
移
っ
た
こ
と
が
大
き

な
要
因
よ
。
水
道
事
業
な
ど
を
行
っ
て
い
る

宗
像
地
区
事
務
組
合
へ
の
負
担
金
も
補
助
費

等
に
含
ま
れ
る
わ
。昨
年
度
に
行
っ
た
主
な
事

業
を
６
ペ
ー
ジ
に
ま
と
め
た
か
ら
見
て
み
て
ね
。

い
ろ
い
ろ
な
分
野
の
事
業
が
あ
り
ま

す
ね
。
ま
ち
づ
く
り
に
は
、
い
ろ
い

ろ
な
こ
と
に
お
金
が
必
要
な
ん
で
す
ね
。

そ
う
ね
。
今
後
も
、
児
童
増
加
へ
の

対
応
や
高
齢
化
へ
の
対
応
、
公
共
施

設
の
老
朽
化
対
策
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
行
政

需
要
が
増
大
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
わ
。

一
方
で
、
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税

は
、今
後
減
少
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
の
。

こ
れ
ら
に
対
処
す
る
た
め
に
は
、
ま
ず
は
財

務
体
質
を
強
化
す
る
こ
と
が
重
要
よ
。

財
務
体
質
の
強
化
っ
て
具
体
的
に

は
、
ど
ん
な
こ
と
な
ん
で
す
か
。

歳
入
面
で
は
、
市
税
の
滞
納
対
策
な

ど
の
増
収
策
を
引
き
続
き
講
じ
て
い

か
な
い
と
ね
。
歳
出
面
で
は
、
増
大
傾
向
に

あ
る
物
件
費
や
維
持
補
修
費
な
ど
の
経
常
経

費
を
で
き
る
だ
け
抑
制
し
、
効
率
的
な
行
政

経
営
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
わ
。

限
ら
れ
た
お
金
、
大
切
に
使
っ
て
い

か
な
い
と
い
け
な
い
ん
で
す
ね
。

 

数字で見る平成28年度のまちづくり

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は、赤字が生じてい
ないので「‐」と表示し、平成 27年度の将来負担比率は、
基金などの額が将来負担額を上回るため「‐」と表示し
ています。財政健全化を定めた法律の規定により、数値
のない比率も公表しています。
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平成28年度に行った主な事業主な財政指標

各種指標 平成28年度 平成27年度
財政力指数
経常収支比率

0.556
93.4%

0.546
92.5%

5.7%

0.2%

5.4%

実質赤字比率健
全
化
判
断
比
率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

－

－

－

－

－



補
て
ん
財
源
　
資
本
的
収
支
に
お

い
て
、
財
源
の
不
足
を
補
う
も
の
。

減
価
償
却
費
な
ど
現
金
の
支
出
を

伴
わ
な
い
費
用
に
よ
っ
て
企
業
内

に
残
さ
れ
た
資
金
（
現
金
）
な
ど

で
構
成
さ
れ
ま
す

減
価
償
却
費
　
下
水
道
施
設
な
ど

の
資
産
の
価
値
が
１
年
間
で
減
少

し
た
分
を
費
用
化
し
た
も
の

長
期
前
受
金
戻
入
　
下
水
道
施
設

な
ど
の
資
産
を
整
備
し
た
と
き
に

国
、
県
か
ら
も
ら
っ
た
補
助
金
な

ど
を
、
減
価
償
却
に
対
応
し
て
収

益
化
し
た
も
の

企
業
債
　
下
水
道
施
設
の
整
備
の

た
め
に
借
り
た
お
金
。
下
水
道
施

設
の
整
備
に
は
多
額
の
お
金
が
必

要
で
す
。
そ
の
費
用
を
一
括
で
支

払
う
と
資
本
的
収
支
に
大
き
な
影

響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。

一
方
で
、
整
備
し
た
施
設
は
そ
の

後
数
十
年
に
わ
た
っ
て
使
用
す
る

の
で
、
施
設
を
利
用
す
る
世
代
間

の
負
担
を
公
平
に
す
る
た
め
、
財

源
と
し
て
活
用
し
て
い
ま
す

ち
ょ
う
き
ま
え
う
け
き
ん
れ
い
に
ゅ
う

神興次郎
　市下水道課
職員。公共下
水道事業の会
計を担当

公
共
下
水
道
事
業
は

企
業
会
計
方
式
に
な
っ
て

初
め
て
の
決
算

あ
れ
？
下
に
別
の
グ
ラ
フ
が
あ
り
ま

す
ね
。
こ
れ
は
何
の
グ
ラ
フ
で
す
か
。

公
共
下
水
道
事
業
会
計
の
決
算
の
グ

ラ
フ
よ
。
平
成
28
年
度
か
ら
公
営
企

業
会
計
に
な
っ
て
、
民
間
企
業
の
よ
う
な
複

式
簿
記
に
よ
る
会
計
方
式
を
と
る
こ
と
に

な
っ
た
の
。

公
営
企
業
会
計
？
複
式
簿
記
？
な
ん

だ
か
ま
た
難
し
そ
う
だ
な…

一
般
会
計
と
は
会
計
の
方
式
が
違
う

の
よ
。
あ
、
下
水
道
課
の
次
郎
さ
ん

が
い
る
わ
。
詳
し
く
聞
い
て
み
ま
し
ょ
う
。

次
郎
さ
ん
、
公
共
下
水
道
事
業
会
計

に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。
公
営

企
業
会
計
っ
て
ど
ん
な
も
の
な
ん
で
す
か
。

公
営
企
業
会
計
は
、
資
産
や
負
債
な

ど
現
金
の
出
入
り
を
伴
わ
な
い
も
の

も
含
め
て
管
理
す
る
ん
だ
よ
。
今
ま
で
よ
り

も
分
か
り
や
す
く
財
政
状
況
を
把
握
す
る
こ

と
が
で
き
る
ん
だ
。

１
つ
の
会
計
に
、
収
益
的
収
支
と
資

本
的
収
支
の
２
つ
の
収
支
が
あ
る
の

ね
。
ど
う
違
う
の
？

収
益
的
収
支
は
、
浄
化
セ
ン
タ
ー
や

下
水
道
管
な
ど
の
下
水
道
施
設
を
動

か
す
経
費
や
下
水
道
使
用
料
な
ど
、
日
々
の

公
共
下
水
道
事
業
の
活
動
に
必
要
な
費
用
と

収
益
で
構
成
さ
れ
て
い
る
よ
。
一
方
の
資
本

的
収
支
は
、
浄
化
セ
ン
タ
ー
や
下
水
道
管
な

ど
の
整
備
の
た
め
の
支
出
や
、
そ
の
財
源
と

な
る
収
入
な
ど
で
構
成
さ
れ
て
い
る
ん
だ
。

２
つ
は
全
く
性
質
が
違
う
も
の
な
ん

で
す
ね
。
で
は
、
決
算
の
内
容
に
つ

い
て
も
教
え
て
い
た
だ
け
ま
す
か
。

収
益
的
収
支
は
、
19
億
７
９
３
万
８

千
円
の
収
入
に
対
し
て
18
億
４
２
９

５
万
２
千
円
の
支
出
が
あ
っ
た
ん
だ
。
一
方

の
資
本
的
収
支
は
、
９
億
１
５
１
９
万
円
の

収
入
に
対
し
て
13
億
８
９
０
７
万
７
千
円
の

支
出
が
あ
っ
た
よ
。

あ
ら
、
資
本
的
収
支
は
赤
字
だ
っ
た

の
？

決
算
額
だ
け
見
る
と
赤
字
だ
け
ど
、

資
本
的
収
入
の
グ
ラ
フ
を
見
て
。
補

て
ん
財
源
と
い
う
項
目
が
あ
る
だ
ろ
う
。
公

営
企
業
会
計
に
は
、
減
価
償
却
費
や
長
期
前

受
金
戻
入
な
ど
現
金
を
伴
わ
な
い
収
支
を
収

益
的
収
支
に
計
上
し
て
現
金
を
貯
め
る
仕
組

み
が
あ
る
ん
だ
。
こ
の
現
金
で
資
本
的
収
支

の
不
足
額
を
補
て
ん
し
た
ん
だ
よ
。
現
金
を

貯
め
る
こ
の
仕
組
み
が
、
公
営
企
業
会
計
の

特
徴
の
一
つ
で
将
来
は
こ
こ
か
ら
下
水
道
施

設
の
更
新
費
用
な
ど
も
捻
出
す
る
ん
だ
。

公
共
下
水
道
事
業
の
収
入
に
は
、
ど

ん
な
も
の
が
あ
る
ん
で
す
か
。

収
益
的
収
入
は
、
下
水
道
使
用
料
や

国
の
基
準
に
基
づ
い
て
一
般
会
計
か

ら
も
ら
う
負
担
金
、
収
入
不
足
を
補
う
一
般

会
計
か
ら
の
補
助
金
、
長
期
前
受
金
戻
入
な

ど
が
あ
る
よ
。
資
本
的
収
入
は
、
施
設
整
備

の
た
め
に
国
か
ら
も
ら
う
補
助
金
や
、
企
業

債
の
借
入
金
な
ど
が
あ
る
よ
。

下
水
道
使
用
料
だ
け
じ
ゃ
な
い
ん
で

す
ね
。
で
は
、
支
出
は
ど
ん
な
も
の

が
あ
り
ま
す
か
。

収
益
的
支
出
に
は
、
下
水
道
施
設
の

維
持
管
理
費
や
企
業
債
の
支
払
利
息
、

減
価
償
却
費
な
ど
が
あ
る
ん
だ
。
資
本
的
支

出
に
は
、
下
水
道
施
設
の
整
備
の
た
め
の
支

出
で
あ
る
建
設
改
良
費
や
企
業
債
借
入
金
の

元
金
の
償
還
金
な
ど
が
あ
る
よ
。

公
共
下
水
道
事
業
だ
け
で
も
い
ろ
い

ろ
な
収
入
や
支
出
が
あ
る
な
ぁ
。
そ

れ
に
、
花
子
さ
ん
に
一
般
会
計
の
こ
と
も
た

く
さ
ん
教
え
て
い
た
だ
き
ま
し
た
が
、
ま
ち

づ
く
り
に
は
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
の
事
業
が
あ

る
ん
で
す
ね
。

そ
う
ね
、
ど
ん
な
事
業
も
重
要
度
や

緊
急
度
を
考
慮
し
て
予
算
を
編
成
し

て
い
る
か
ら
、
み
ん
な
で
力
を
合
わ
せ
て
進

め
て
い
か
な
く
ち
ゃ
ね
。

は
い
、
僕
も
も
っ
と
勉
強
し
て
頑
張

り
ま
す
。

▲公共下水道接続後の検査

▲福間処理
区のマン
ホール蓋

▲津屋崎処理区
のマンホール蓋

収益的
収入

収益的
支出

資本的
収入

資本的
支出

19億793万8千円

18億4,295万2千円

9億1,519万円

13億8,907万7千円

維持管理費
5億5,236万5千円
30.0%

人件費
5,852万1千円
3.2%

減価償却費
9億5,179万9千円
51.6%

企業債借入金
4億8,420万円
52.9%

建設改良費
8億4,932万円
61.1%

人件費
2,643万4千円
1.9%

企業債元金償還金
5億1,332万3千円
37.0%

一般会計負担金
8,560万3千円
9.4%

国庫補助金
3億1,472万円
34.4%

その他
3,066万7千円
3.3%

企業債支払利息
2億8,026万7千円
15.2%

一般会計負担金
4億1,465万1千円
21.7%

長期前受金戻入
5億1,935万2千円
27.2%

下水道使用料
6億9,122万円
36.2%

その他
1億4,281万円
7.5%

一般会計補助金
1億3,990万5千円
7.4%

公共下水道事業の
安定的な経営のために

　公共下水道の整備状況は、平成
28年度末で普及率が98％を超え、
多くの人たちが利用できる環境が整
いました。公共下水道が整備された
地域では、たくさんの人たちに公共
下水道を利用していただきたいと市
では考えています。まだ利用してい
ないご家庭や事業所は、公共下水道
への接続をお願いします。
　市の公共下水道事業は、地方公営
企業法を適用して初めての決算とな
りました。損益計算書などの財務諸
表により事業の財務状況を明確にす
ることができるようになっています。
　今後、これまで整備のために借り
入れした企業債の本格的な償還が始
まります。また、耐用年数を経過す
る施設の更新に必要な経費の増加な
ど厳しい財務状況になるものと予測
されます。公共下水道事業は、これ
まで以上に独立採算が求められると
ともに、長期的な視点での事業経営
を行っていかなければなりません。
　そのため、将来にわたり安定的で
持続可能な公共下水道事業経営に向
けての取り組みを進める必要があり
ます。市民の皆さんのご理解とご協
力をよろしくお願いします。

数字で見る平成28年度のまちづくり

補てん財源
4億7,388万7千円

広報ふくつ 8広報ふくつ9

資本的収支 収益的収支




